
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成22年4月1日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。

千円 千円 千円

1,040 3,933,705 776,321 1,383,035 6,093,061 5,859 6,076

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ

22年度
人 千円 千円 千円

2,784,404 8,967,561 17.9 19.6

区分 職員数 給与費 一人当たり
給与費　Ｂ/Ａ

（参考）類似団体（Ⅲ－1）
平均

一人当たり給与費

21年度の人件費率

22年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

144,789 50,175,329

　　　　　（22年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　

深谷市の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）
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２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）

（注）　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円

円 円

円 円

円 円

(注) １ 「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である
２

３ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成１９～２１年の３ヶ年平均）

４

５

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍にしたものに、公務員においては前年
度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

うち
自動車運転手

6,751,390 3,680,800 1.8

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の
額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ
ていないことから、比較のために国家公務員と同じベースで再計算したものである。

うち清掃職員 5,267,859 4,035,300 1.3

うち学校給食員 4,857,772 3,715,300 1.3

（Ｃ） （Ｄ）

深谷市 5,605,505 ― ―

― ― ― ―

区　　　分

参考

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間
Ｃ／Ｄ

― ― ― ―

類似団体（Ⅲ－1） 48.6 75 321,628 359,578 340,592

― ― ― ―

国 49.5 3,689 283,862 - 321,662

自家用乗用
自動車運転者

53.9 274,200 1.66

埼玉県 53.8 523 361,684 418,408 400,573

調理士 41.7 271,400 1.13

うち
自動車運転手

43.81 4 302,765 455,715 341,236

廃棄物処理業
従業員

44.6 290,600 1.16

うち学校給食員 50.6 9 288,635 305,764 305,764

― ― ― ―

うち清掃職員 44.3 3 295,367 336,531 336,531

深谷市 47.2 33 307,590 358,813 339,033

参　考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）
平均給与月額
（国ベース）

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ）
Ａ／Ｂ

類似団体(Ⅲ－1） 43.6 334,893 407,082 367,964

区　　　分

公　　務　　員 民　　　間

埼玉県 44.0 354,353 449,607 401,847

国 42.3 327,205 - 397,723

（国ベース）

深谷市 40.3 309,929 373,794 355,546

506,100 509,300

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

366,200 413,000 422,800

最高号給の
給料月額

243,700 309,200 361,500 415,100 445,400 482,400

１号給の
給料月額

135,600 161,600 201,000 237,900 289,200

（単位：円）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級
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(2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

人

人

人

人

人

人

人

人

（注）１　深谷市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

７　　級 次長又は相当する職務 20 3.2%

８　　級 部長又は相当する職務 16 2.6%

５　　級 課長補佐又は相当する職務 65 10.4%

６　　級 課長又は相当する職務 61 9.7%

３　　級
特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
係員の職務

154 24.6%

４　　級 係長又は相当する職務 210 33.5%

１　　級 係員の職務 23 3.7%

２　　級 係員の職務 77 12.3%

中　学　卒 ― ― ―

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

高　校　卒 229,350 262,000 304,387

技能労務職 高　校　卒 ― 277,254 294,733

区 分 経 験 年 数 １ ０ 年 経 験 年 数 １ ５ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

一般行政職 大　学　卒 251,000 302,159 342,994

技能労務職 高　校　卒 141,900 146,700 －

中　学　卒 133,100 131,150 －

一般行政職 大　学　卒 178,800 178,800 172,200

高　校　卒 144,500 144,500 140,100

区 分 深　谷　市 埼　玉　県 国

１級 

3.7% 
１級 

3.1% 

２級 

12.3% 

２級 

13.2% 

３級 

24.6% 

３級 

25.0% 

４級 

33.5% 

４級 

31.8% 

５級 

10.4% 
５級 

11.0% 

6級 

7.9% 
６級 

9.5% 

７級 

3.2% 
７級 

3.6% 

８級 

2.6% 

８級 

2.7% 

0%

20%

40%
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平成２３年の構成比 １年前の構成比 
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　 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況
 (1) 期末手当・勤勉手当

（ （ （ （ （ （

・役職加算　　　　　５%～20% ・役職加算　　　　　  ５%～20% ・役職加算　　　　　　5%～20%

・管理職加算　　　15%～25% ・管理職加算　　　　10%～25%

　　【参考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

(2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）

　定年前早期退職特例措置　　　（2%～20%加算）     定年前早期退職特例措置　　　（2%～20%加算）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

　（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％深谷市 3 1,103 3

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ） 131,263

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 119,005

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 国の制度（支給率）

１人当たり平均支給額　　　　3,056 千円 26,215 千円

59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

47.5 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額

33.5 月分 41.34 月分

勤続３５年 47.5 月分 59.28 月分 勤続３５年

23.5 月分 30.55 月分

勤続２５年 33.5 月分 41.34 月分 勤続２５年

勤続２０年 23.5 月分 30.55 月分 勤続２０年

　（支給率） 自己都合 勧奨・定年 　（支給率） 自己都合 勧奨・定年

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（ 注 ） ( ) 内 は 、 再 任 用 職 員に 係る 支給 割合 であ る。

○能力・業績に基づく人事評価の結果を５段階の成績率（85/100～41/100）で反映しています。
　・平成２２年度、２３年度は部長、次長、課長、課長補佐級に対して反映しました。

深　　　　　　　　　　　谷　　　　　　　　　　　市 国

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

0.65 ）月分 1.45 ）月分 0.65 ）月分1.50 ）月分 0.70 ）月分 1.45 ）月分

1.35 月分 2.6 月分 1.35 月分2.6 月分 1.35 月分 2.6 月分

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

千円
（22年度支給割合） （22年度支 給割 合） （22年度支給割合）

１．勤務成績の評定の実施状況
　・部長・次長・課長・課長補佐級を対象に能力・業績に基づく人事評価を導入しています。
２．昇給への勤務成績の反映状況
　・平成２２年度から部長・次長級を対象に昇給反映しました。

深　　　　谷　　　　市 埼　　　　玉　　　　県 国

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）
―

1,374 千円 1,689
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 (4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円0宿直手当 宿直勤務を命ぜられた職員支給 同 － 0 千円

327,619

夜間勤務手当
正規の勤務時間として夜間に勤務
する職員に支給

同 － 12,482 千円 72,155

休日勤務手当
正規の勤務時間が割り振られた日
が休日に当たった場合に支給

同 － 54,712 千円

0

寒冷地手当
寒冷積雪の度合いの厳しい地域に
勤務する職員に支給

同 － 0 千円 0

単身赴任手当
公署がかわる異動等に伴い転居
し、配偶者と別居し、単身で生活す
ることを常況とする職員に支給

同 － 0 千円

104,328

通勤手当
通勤のため交通機関等利用してい
る職員､又は自動車等使用している
職員に支給

異
交通用具使用2㎞
未満1,000円

52,002 千円 49,573

住居手当
借家･借間に居住し家賃を支払って
いる職員､又は自宅に居住して世帯
主である職員に支給

異
持ち家3,500円(5
年経過まで4,500
円)

74,594 千円

613,684

扶養手当 扶養親族のある職員に支給 同 － 136,265 千円 227,488

管理職手当
管理・監督の地位にある職員に職
務の特殊性に基づき支給

同 － 151,580 千円

支給職員１人当たり
平均支給年額
（22年決算）

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （22年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 227

国の制度 国の制度と 支給実績

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ） 206,137

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 249

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ） 188,394

火葬業務特殊勤務手当 技能労務職員 火葬業務 日額３００円

消防業務特殊勤務手当 消防職員 消防業務 １回２００円若しくは３００円

衛生処理業務特殊勤務手当 技能労務職員 衛生処理業務 日額３００円若しくは１回300円

し尿処理業務特殊勤務手当 糞尿又は汚泥等の処理業務に
従事した職員 糞尿又は汚泥等処理業務 日額３００円

行旅病人処置特殊勤務手当 一般職員 行旅病人救護業務 １回１，０００円

行旅死亡人取扱特殊勤務手当 一般職員 行旅死亡人取扱業務 １回３，０００円

手 当 の 名 称 主 な 支 給 対 象 職 員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

防疫特殊勤務手当 一般職員 防疫業務 日額３００円

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 25,000

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） 16.2

手当の種類（手当数） 7

支給実績（２２年度決算） 4,700
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６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

酬 円 円／ 円

（平成２２年度支給割合）

（平成２２年度支給割合）

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円 任期ごと

円 任期ごと

（注）

７　職員数の状況
　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

人

人）

人

人）

人

※ ｢深谷市人事行政の運営等の状況｣における部門別職員数とは取扱いが異なるため、一致していません。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。

[1345］ [1345］ [0］ 人口１万人当たりの職員数 77.49
（ 注 ） １ 職 員 数 は 一 般 職 に 属 す る 職 員 数 で あ る 。

小　計 87 81 6

合計
1,122 1,122 0 ＜参考＞

下水道 30 30 0

その他 26 19 7

人 口 １ 万 人 当 た り の 職 員 数 71.48

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 72.49
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

水道 31 32 △ 1

消防部門 224 223 1
  〈参考〉
　　寄居町区域も所管している

小　計 1,035 1,041 △ 6

＜参考＞

52.49
教育部門 148 151 △ 3 退職者の一部不補充により

普

通

会

計

部

門

一般行政部門 663 667 △ 4

退職者の一部不補充により

＜参考＞

人 口 １ 万 人 当 た り の 職 員 数 45.79
（類似団体の人口１万人当たりの職員数

部門 平成２３年 平成２２年 増　減　数

8,751,960

備 考 　埼玉県市町村総合事務組合の規約による

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝
４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

（ 各 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

区分 職 員 数 対　前　年 主な増減理由

月分

議 員

退
職
手
当

市 長 給料月額×在職年数×35/100×115/100 17,581,200

副 市 長 給料月額×在職年数×21/100×115/100

期
末
手
当

市 長

副 市 長 3.9 月分

議 長

副 議 長 3.95

副 議 長 428,000 538,000 369,000

議 員 403,000 490,000 339,000

630,000

副 市 長 755,000 840,000 582,400

報
議 長 492,000 623,000 431,000

区 分 給 料 月 額 等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額
市 長 910,000 1,008,000
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

＜年齢別職員構成＞

(3) 職員数の推移

△ 68 (-6%)

（ 注 ） 各 年 に お け る 定 員 管 理 調 査 に お い て 報 告 し た 部 門 別 職 員 数 。

総合計 1122 1122 1151 1178 1190

△ 93 (-8%)

公営企業等会計計 87 81 84 86 62 25 (40%)

普通会計計 1035 1041 1067 1092 1128

△ 23 (-12%)

消防 224 223 224 223 222 2 (9%)

704 735 △ 72 (-10%)

教育 148 151 159 165 171

部門別

一般行政 663 667 684

0 1,121

年度
２３年 ２２年 ２１年 ２０年 １９年

過去５年間
の増減数（率）

200 151 75 53 92 158

人 人 人 人 人

0 50 89 94 159
職員数

人 人 人 人 人 人 人 人

43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18
％ 
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８　公営企業職員の状況
　(1)水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

％ ％

人

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

 ③ 職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1.5） 月分 （0.7） 月分 （1.5） 月分 （0.7） 月分

イ　退職手当（平成２３年４月１日現在）

　定年前早期退職特例措置　　　（2%～20%加算） 　定年前早期退職特例措置　　　（2%～20%加算）

である。

　１人当たり平均支給額 3,056 千円 26,215 千円

（ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 前 年 度 に 退 職 し た 全 職 種 に 係 る 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額

月分

　その他の加算措置 　その他の加算措置

　１人当たり平均支給額　　　　－ 千円 － 千円

月分

　最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 　最高限度額 59.28 月分 59.28

月分

　勤続３５年 47.5 月分 59.28 月分 　勤続３５年 47.5 月分 59.28

月分

　勤続２５年 33.5 月分 41.34 月分 　勤続２５年 33.5 月分 41.34

勧奨・定年

　勤続２０年 23.5 月分 30.55 月分 　勤続２０年 23.5 月分 30.55

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職 制 上 の段 階 、 職 務 の級 等 によ る加 算 措 置

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

深谷市（水道事業職員） 深谷市（一般行政職）

　　（支給率） 自 己 都 合 勧奨・定年 　　（支給率） 自 己 都 合

1.35

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

千円
（２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

2.6 1.35 2.6

１ 人 当 た り 平 均 支 給 額 （ ２ ２ 年 度 ） １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 （ ２ ２ 年 度 ）

1,323 千円 1,330

団 体 平 均 45.6 362,100 535,892

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

深谷市（水道事業職員） 深谷市（一般行政職）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

深 谷 市 38.1 313,466 415,571

千円

32 114,529 20,353 42,341 177,223 5,537 6,443

計　　Ｂ 給与費　Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

22年度 千円 千円 千円 千円 千円

区 分 職員数 給与費 一人当たり （参考）市平均

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当

2,097,100 414,055 177,223 8.45 9.13

22年度 　　　　千円 千円　 千円　

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

実質収支 職 員 給 与 費 比 率 ２１年度の総費用に占

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総 費 用 に 占 め る （参考）
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ウ　地域手当（平成２３年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

カ　その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

49,386

管 理 職 手 当
管理・監督の地位にある
職員に職務の特殊性に基
づき支給

同じ - 4,668 千円 666,857

通 勤 手 当

通勤のため交通機関等利
用している職員､又は自
動車等使用している職員
に支給

同じ - 1,432 千円

221,500

住 居 手 当

借家･借間に居住し家賃
を支払っている職員､又
は自宅に居住して世帯主
である職員に支給

同じ - 2,387 千円 113,666

扶 養 手 当 扶養親族のある職員に支給 同じ - 3,987 千円

支給職員１人当たり

手　当　名 職 の 制 度 制 度 と 異 な る  平均支給年額

との 異 動 内 容 （２２年度決算）

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ） 4,168

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 130

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

内容及び支給単価

一 般 行 政 一 般 行 政 職 の
支給実績

（２２年度決算）

手 当 の 名 称 主 な 支 給 対 象 職 員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

緊急出動勤務手当
正規の勤務時間外において職員が
給排水管修繕や開栓等のため、緊急
に出動を命じられた場合

給排水管修繕や開栓等 日額３００円

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 1,071

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） 43.8

手当の種類（手当数） 1

深谷市 3 32 3

支給実績（２２年度決算） 15

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ） 3,696

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 115,500

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 一般行政職の制度（支給率）
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